
事 務 連 絡

平成28年３月31日

地 方 厚 生 ( 支 ) 局 医 療 課

都道府県民生主管部（局）

国民健康保険主管課（部） 御中

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後期高齢者医療主管課 ( 部 )

厚生労働省保険局医療課

疑義解釈資料の送付について（その１）

診療報酬の算定方法の一部を改正する件（平成28年厚生労働省告示第52号）

等については、「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項につ

いて」（平成28年３月４日保医発0304第３号）等により、平成28年４月１日よ

り実施することとしているところであるが、今般、その取扱いに係る疑義照会

資料を別添１から別添５のとおり取りまとめたので、改定説明会等にて回答し

た事項と併せて、本事務連絡を確認の上、適切に運用いただくようお願いしま

す。



調剤 - 13

（問44）かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の施設基準につい

て、Ｍ＆Ａで店舗を買収した場合、買収前の薬局における在籍期間を買収後の

在籍期間に含めることは可能か。

（答）開設者の変更（親から子へ、個人形態から法人形態へ、有限会社から株式会社へ

等）又は薬局の改築等の理由により医薬品医療機器法上の薬局の開設許可を取得し

直し、保険薬局の指定について薬局の当該許可の日までの遡及指定が認められる場

合は、当該期間を在籍期間に含めることは可能。

（問45）かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の施設基準におけ

る研修要件について、平成29年３月31日までは要件を満たしているものとして

取り扱うこととされているが、施設基準の届出時に研修要件に係る内容の添付

は不要と理解してよいか。

（答）貴見のとおり。

平成29年３月31日以前に当該施設基準の届出をした保険薬局のうち、研修要件

に係る内容の添付をしていない保険薬局については、平成29年４月１日以降に継続

して当該指導料等を算定する場合は、研修要件に係る内容を添付して改めて施設基

準を届け出る必要がある。

なお、平成29年３月31日までの期間であっても、研修要件に係る内容を添付し

て届出をした保険薬局については、平成29年４月１日以降も継続して当該要件を満

たしている場合は新たに届け出る必要はない。

（問46）かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料に関する施設基準

の研修要件について、「薬剤師認定制度認証機構が認証している研修認定制度

等の研修認定を取得していること」とされているが、「等」には日本学術会議

協力学術研究団体である一般社団法人日本医療薬学会の認定制度は含まれる

か。

（答）含まれる。

（問47）かかりつけ薬剤師指導料及びかかりつけ薬剤師包括管理料の施設基準として、

「医療に係る地域活動の取組に参画していること」とあるが、具体的にはどの

ような取組が該当するか。

（答）地域の行政機関や医療関係団体等が主催する住民への説明会、相談会、研修会

等への参加や講演等の実績に加え、学校薬剤師として委嘱を受け、実際に児童・生


